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第１節 介護保険事業計画（第９期）の考え方 

 

〔１〕基本的な考え方 

 

団塊の世代が７５歳以上となる２０２５年、さらに高齢者人口がピークを迎

える２０４０年に向け、都市部や中山間地域等、地域によって高齢化の状況及

びそれに伴う介護需要も異なってくることが想定され、本市においても、２０

２５年以降は現役世代（担い手）の減少が顕著です。 

このような状況を視野に入れ、２０２５年、２０４０年のサービス需要の見

込を踏まえ、施設サービス、在宅サービス等をバランス良く組み合わせて整備

することが重要です。 

このことを背景に、介護保険事業計画の基本指針が見直されました。今回の見

直しの柱は、地域共生社会を実現するために地域包括ケアシステムの深化・推進

に取り組むこと、制度の持続可能性を確保しながら、介護人材の確保及び介護現

場の生産性向上を図ること等となっております。 

本市では、第９期介護保険事業計画（令和６年度から令和８年度）において、

これらの制度改正に対応しつつ、高齢者が住み慣れた地域でその有する能力に応

じ、自立した生活を送ることができるような取組を推進します。 

 

〔２〕これまでの介護保険制度改正 

 

１）平成２６年改正 

地域包括ケアシステムの構築に向けた市町村の取組を促進するため、在宅医

療・介護連携の推進、認知症施策の推進、生活支援の充実・強化等地域支援事業

の拡充等が盛り込まれました。また、特別養護老人ホームへの入所者の限定（原

則要介護３以上）、一定所得のある利用者への２割負担の導入等が行われました。 

 

２）平成２９年改正 

「地域包括ケアシステムの深化・推進」と「介護保険制度の持続可能性の確保」

の実現に向けた改正が行われました。具体的には、自立支援・重度化防止に向け

た保険者機能の強化等の取組の推進、医療・介護の連携の推進、地域共生社会の

実現に向けた取組の推進、２割負担者のうち特に所得の高い層への３割負担の導

入等が行われました。 

 

３）令和２年改正 

地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応する為、地域包括ケアシステ

ムの構築に加え、医療・介護データ基盤の整備の推進、介護人材確保及び業務効

率化の取組の強化等が行われました。 
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第２節 介護保険の費用負担 

 

〔１〕費用負担の仕組み 

 

介護保険は、介護を要する状態となっても、できる限り在宅で自立した日常生

活を営めるように、真に必要な介護保険サービスを提供する仕組みです。 

誰にでも起こり得る介護という共通の課題を、社会全体で支えていく制度であ

り、６５歳以上の第１号被保険者と４０歳から６４歳の第２号被保険者が定めら

れた割合を保険料として負担し、その保険料と公費（国・県・市の負担金）を財

源として成り立っています。 

 

〔２〕財源構成 

 

介護保険給付は、介護保険サービスを利用する時に利用者が負担する分（１割

から３割）を除いた部分です。そのうち５０％が公費で賄われ、公費を除く残り

の５０％は、第１号被保険者と第２号被保険者の保険料で負担しています。 

その内訳は、居宅給付費と施設給付費で下図のようになっています。第９期介

護保険事業計画では、第８期計画と同様の第１号被保険者保険料の負担割合が２

３％、第２号被保険者保険料の負担割合が２７％となっております。 

なお、第２号被保険者の介護保険料は加入している医療保険ごとに決まり、医

療保険料と一括で徴収されます。各医療保険者は、第２号被保険者の数に応じた

額を社会保険診療報酬支払基金に納付し、支払基金は、全国の医療保険者から集

めた納付金を各介護保険者に交付する仕組みとなっています。 

 

居宅給付費の財源内訳              施設給付費の財源内訳 
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第３節 第８期介護保険事業計画の運営状況 

 

下表は、各年度における給付の状況を示したものです。介護給付費（要介護１〜

５へのサービス）及び介護予防給付費（要支援１・２へのサービス）ともに実績額

が計画額を下回っていますが、これは新型コロナウイルス感染症のまん延による介

護サービスの利用控えや、介護事業所の休止などが影響しています。 

その他給付費等を含めた総額においても、実績額が計画額を下回る結果となって

いますが、おおむね計画額に近い数値となっています。 

 

第８期介護保険事業計画の給付費等                （単位：千円） 

 
令和 

3 年度 

令和 

4 年度 

令和 

5 年度 
合 計  実績率  

介護給付費計画額（Ａ）  5,541,186 5,690,743 5,815,965 17,047,894 
92.5％ 

介護給付費実績額  5,257,229 5,226,974 5,290,933 15,775,136 

介護予防給付費計画額（Ｂ） 84,295 87,862 93,144 265,301 
101％ 

介護予防給付費実績額  82,367 89,442 96,279 268,088 

給付費計画合計  

（Ａ＋Ｂ）＝（Ｃ）  
5,625,481 5,778,605 5,909,109 17,313,195 

92.7％ 

給付費実績合計  5,339,596 5,316,416 5,387,212 16,043,224 

特定入所者介護費等計画額

（Ｄ）  
215,975 202,476 206,741 625,192 

87.7％ 

特定入所者介護費等実績額  196,002 175,572 176,671 548,245 

高額介護費等給付計画額

（Ｅ）  
124,212 125,275 128,211 377,698 

98.2％ 

高額介護費等給付実績額  124,412 124,198 122,437 371,047 

高額医療合算介護計画額

（Ｆ）  
22,000 22,400 22,900 67,300 

74.1％ 

高額医療合算介護実績額  16,454 16,473 16,912 49,839 

審査支払手数料計画額（Ｇ） 5,076 5,166 5,268 15,510 
86.8％ 

審査支払手数料実績額  4,379 4,483 4,606 13,468 

その他給付等合計計画額  

（Ｄ＋Ｅ＋Ｆ＋Ｇ）＝（Ｈ） 
367,263 355,317 363,120 1,085,700 

90.5％ 

その他給付等合計実績額  341,247 320,726 320,626 982,599 

給付費等計画額（Ｃ＋Ｈ） 5,992,744 6,133,922 6,272,229 18,398,895 
92.5％ 

給付費等実績額  5,680,843 5,637,142 5,707,838 17,025,823 

※令和 5 年度は見込額（令和 5 年 10 月現在） 
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第４節 介護保険事業の見込み 

 

〔１〕介護保険事業の見込量推計と保険料設定の流れ 

 

第９期の介護保険事業の見込量及び第１号被保険者の介護保険料については、 

厚生労働省が提供する「地域包括ケア見える化システム」を使用して次のような

手順で推計を行いました。このシステムは、都道府県・市町村における介護保険

事業（支援）計画の策定・支援を総合的に支援するための情報システムで、被保

険者数や介護保険事業費の将来推計を行うことができます。 

県が地域の実情に応じて医療提供体制の確保を図るために策定している医療

計画も同時期に策定されることを踏まえ、地域の在宅医療の利用者や、在宅医療

の整備目標等を参照し、介護サービスの見込み量を設定しました。 

  

 

実績値の整理 

 

 

 

  

認定者数、介護 

サービス利用者 

数の将来推計 

 

 

給付費の将来推計 

 

 

介護保険料設定 

 

 

人口と被保険者数 
要介護・要支援 

認定者数（実績値） 

介護サービス 

（実績値） 

要支援・要介護認定者数（推計値） 

介護サービス利用者数 

（推計値） 

介護サービス利用回（日）数 

（推計値） 

介護サービス給付費 

（推計値） 

所得段階別第１号被保険者数 

第１号被保険者介護保険料設定 
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〔２〕被保険者数の見込み  

 

本市の第１号被保険者数は、令和８年度には２０，５７８人となり、前期高齢

者の減少、後期高齢者の増加が見込まれます。 

   （単位：人） 

 第 8 期 第 9 期 第 11 期 第 14 期 

令和 

5 年度 

令和 

6 年度 

令和 

7 年度 

令和 

8 年度 

令和 

12 年度 

令和 

22 年度 

総  人 口 61,388 60,761 60,137 59,501 56,953 50,069 

 第 1 号被保険者 20,585 20,591 20,602 20,578 20,483 20,466 

  前期（65～74 歳） 9,748 9,395 9,044 8,839 8,015 8,740 

  後期（75 歳～） 10,837 11,196 11,558 11,739 12,468 11,726 

 第 2 号被保険者 20,498 20,268 20,040 19,768 18,680 15,063 

※国立社会保障・人口問題研究所の「日本の地域別将来推計人口（平成 30 年推計）」補正値  

 

〔３〕要支援・要介護認定者数の見込み  

  

高齢化の進展により、要支援・要介護認定者数は増え続け、認定率（第１号被

保険者に対する認定の割合）の上昇も見込まれます。下表のとおり自然増を見込

んでいますが、第６章に掲げた自立支援・重度化防止等の取組の効果を勘案し、

第９期計画中における認定率の目標値を１８％以内、令和１２年度の目標値を１

９．６％とし、要支援・要介護認定者数の増加の抑制を目指します。なお、計画

中は認定者数を定期的にモニタリング（点検）し、動向を把握します。  

（単位：人） 

 第 8 期 第 9 期 第 11 期 第 14 期 

令和 

5 年度 

令和 

6 年度 

令和 

7 年度 

令和 

8 年度 

令和 

12 年度 

令和 

22 年度 

要支援 1 418 439 443 455 495 513 

要支援 2 362 380 389 398 426 452 

要介護 1 835 843 860 878 953 1,015 

要介護 2 513 493 504 515 559 609 

要介護 3 481 485 508 517 560 662 

要介護 4 556 572 587 605 659 799 

要介護 5 359 367 360 369 403 471 

計 3,524 3,579 3,651 3,737 4,055 4,521 

認定率 17.1％ 17.4％ 17.7％ 18.2％ 19.8％ 22.0％ 

※令和 5 年度の実績値は 9 月月報 
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〔４〕介護保険サービス利用者数の見込み 

 

介護保険サービスの見込みは、要介護認定者数や介護保険給付の過去の実績を

基に、厚生労働省から提供された「地域包括ケア見える化システム」を使用して

推計しました。表中の人数はサービスを利用する１月当たりの延べ人数の平均値

であり、令和５年度の数値は全て見込みとなります。なお、計画中はサービスご

との利用者数を定期的にモニタリング（点検）し、動向を把握していきます。  

 

１）在宅サービス利用者数  

在宅サービスの月当たりの利用者数は、令和５年度の５，８４０人から令和８

年度には６，１２６人と約４．８％の増加が見込まれます。 

令和１２年度には６，５３１人、令和２２年度には７，２９０人が見込まれま

す。 

                             （単位：人） 

在宅サービス利用者数 

(1 月当たり) 

第 8 期 第 9 期 第 11 期 第 14 期 

令和 

5 年度 

令和 

6 年度 

令和 

7 年度 

令和 

8 年度 

令和 

12 年度 

令和 

22 年度 

予防給付（要支援 1・2） 731 764 774 794 851 896 

介護給付（要介護 1～5） 5,109 5,043 5,214 5,332 5,680 6,394 

計 5,840 5,807 5,988 6,126 6,531 7,290 

  

２）施設・居住系サービス利用者数  

 （単位：人） 

施設・居住系サービス利用者数 

（1 月当たり） 

第 8 期 第 9 期 第 11 期 第 14 期 

令和 

5 年度 

令和 

6 年度 

令和 

7 年度 

令和 

8 年度 

 

33 

令和 

12 年度 

 

 

令和 

22 年度 

   介護老人福祉施設 443 443 443 443 511 604 

介護老人保健施設 190 190 190 190 217 249 

介護医療院 45 45 45 45 51 62 

施設系サービス 678 678 678 678 779 915 

 認知症対応型共同生活介護 100 101 104 106 115 131 

特定施設入居者生活介護 63 101 102 118 117 120 

介護専用型居住系サービス  163 202 206 224 232 251 

施設・介護専用型居住系サービス 841 880 884 902 1,011 1,166 

 介護予防認知症対応型共同生活介護 1 1 1 1 1 1 

介護予防特定施設入居者生活介護 5 

8 

8 8 8 10 9 

介護専用型以外居住系サービス  6 9 9 9 11 10 
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３）居宅サービス利用者数 

①訪問介護（ホームヘルプ） 

 訪問介護員（ホームヘルパー）が利用者の自宅を訪問し、入浴、排せつ、食事

などの身体介護や、調理、洗濯、掃除などの生活援助を行います。 

（単位：人）                            

1 月当たりの利用者数  
第 8 期 第 9 期 

Ｒ3年度 Ｒ4年度 Ｒ5年度 Ｒ6年度 Ｒ7年度 Ｒ8年度 

訪問介護  516 519 535 529 546 558 

   

②訪問入浴介護 

 看護職員、介護職員が自宅を訪問し、入浴設備や簡易浴槽を備えた移動入浴車

による入浴の介助を行います。介護予防訪問入浴介護については、利用者が少な

いため、推計値を設定していません。 

        （単位：人） 

1 月当たりの利用者数  
第 8 期 第 9 期 

Ｒ3年度 Ｒ4年度 Ｒ5年度 Ｒ6年度 Ｒ7年度 Ｒ8年度 

訪問入浴介護 26 28 30 30 31 31 

介護予防訪問入浴介護 0 0 0 0 0 0 
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③訪問看護 

訪問看護ステーションや医療機関の看護師などが自宅を訪問し、主治医の指示 

書に基づき療養上のケアを行います。 

 （単位：人） 

1 月当たりの利用者数  
第 8 期 第 9 期 

Ｒ3年度 Ｒ4年度 Ｒ5年度 Ｒ6年度 Ｒ7年度 Ｒ8年度 

訪問看護 162 165 184 182 187 191 

介護予防訪問看護 36 43 43 45 45 46 

 

④訪問リハビリテーション 

理学療法士や作業療法士、言語聴覚士が自宅を訪問し、居宅での生活行為を向

上させるために、リハビリテーションを行います。 

                              （単位：人） 

1 月当たりの利用者数  
第 8 期 第 9 期 

Ｒ3年度 Ｒ4年度 Ｒ5年度 Ｒ6年度 Ｒ7年度 Ｒ8年度 

訪問リハビリテーション 44 39 43 42 44 44 

介護予防訪問リハビリテーション 11 12 13 13 13 14 
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⑤居宅療養管理指導 

医師、歯科医師、看護師、薬剤師、管理栄養士、歯科衛生士などが自宅を訪問

し、療養上の管理や指導、介護方法などについての助言等を行います。 

（単位：人） 

1 月当たりの利用者数  
第 8 期 第 9 期 

Ｒ3年度 Ｒ4年度 Ｒ5年度 Ｒ6年度 Ｒ7年度 Ｒ8年度 

居宅療養管理指導 204 222 227 226 233 239 

介護予防居宅療養管理指導 8 9 11 11 11 12 

  

⑥通所介護（デイサービス） 

 日帰りで通所介護施設に通い、他の利用者と一緒に食事、入浴などの日常生活

上の支援や生活機能の維持向上のための機能訓練などが受けられます。  

介護予防通所介護は、介護予防・日常生活支援総合事業（地域支援事業）で実

施しています。 

（単位：人） 

1 月当たりの利用者数  
第 8 期 第 9 期 

Ｒ3年度 Ｒ4年度 Ｒ5年度 Ｒ6年度 Ｒ7年度 Ｒ8年度 

通所介護 803 784 796 786 812 830 
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⑦通所リハビリテーション（デイケア） 

日帰りで介護老人保健施設や医療機関に通い、食事、入浴などの日常生活上の

支援や理学療法士や作業療法士によるリハビリテーションが受けられます。 

（単位：人） 

1 月当たりの利用者数  
第 8 期 第 9 期 

Ｒ3年度 Ｒ4年度 Ｒ5年度 Ｒ6年度 Ｒ7年度 Ｒ8年度 

通所リハビリテーション 169 187 223 219 228 233 

介護予防通所リハビリテーション 45 45 40 42 43 44 

  

    

⑧短期入所生活介護（ショートステイ） 

介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）などに短期間入所することで、入浴、 

食事、排せつなどの日常生活上のケアや機能訓練などが受けられます。  

（単位：人） 

1 月当たりの利用者数  
第 8 期 第 9 期 

Ｒ3年度 Ｒ4年度 Ｒ5年度 Ｒ6年度 Ｒ7年度 Ｒ8年度 

短期入所生活介護 171 169 155 152 160 163 

介護予防短期入所生活介護 2 3 1 1 1 1 

 

169
187

223 219 228 233

45 45 40 42 43 44

0

50

100

150

200

250

R3年度 R4年度 R５年度 R6年度 R７年度 R8年度

通所リハビリテーション 介護予防通所リハビリテーション

171 169
155 152

160 163

2 3 1 1 1 1

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

R3年度 R4年度 R５年度 R6年度 R７年度 R8年度

短期入所生活介護 介護予防短期入所生活介護



第７章 介護保険事業計画（介護給付費） 

 

－８４－ 

 

⑨短期入所療養介護 

 介護老人保健施設や療養病床施設を有する病院・診療所に短期間入所して、看

護、医学的管理の下での介護及び機能訓練が受けられます。介護予防短期入所療

養介護については、利用実績がないため、推計値を設定していません。 

（単位：人） 

1 月当たりの利用者数  
第 8 期 第 9 期 

Ｒ3年度 Ｒ4年度 Ｒ5年度 Ｒ6年度 Ｒ7年度 Ｒ8年度 

短期入所療養介護 7 8 11 11 11 12 

介護予防短期入所療養介護 0 0 0 0 0 0 

 

⑩福祉用具貸与 

日常生活の自立を助けるための福祉用具を借りることができます。福祉用具専

門相談員が助言を行い貸与します。 

（単位：人） 

1 月当たりの利用者数  
第 8 期 第 9 期 

Ｒ3年度 Ｒ4年度 Ｒ5年度 Ｒ6年度 Ｒ7年度 Ｒ8年度 

福祉用具貸与 999 1,011 1,055 1,040 1,076 1,102 

介護予防福祉用具貸与 207 241 278 291 295 302 
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⑪福祉用具購入費の給付 

日常生活や介護に役立つ福祉用具のうち、入浴や排せつの用に供するものなど、

レンタルになじまない物品の購入費の一部を福祉用具購入費として支給します。 

（単位：人） 

1 月当たりの利用者数  
第 8 期 第 9 期 

Ｒ3年度 Ｒ4年度 Ｒ5年度 Ｒ6年度 Ｒ7年度 Ｒ8年度 

福祉用具購入 14 13 16 16 16 16 

介護予防福祉用具購入 4 4 12 12 12 13 

 

  

⑫住宅改修費支給 

手すりの取付けや段差解消などの住宅改修をした際、２０万円の支給限度額の

枠内で、その一部を住宅改修費として支給します。（施工前と完了後に申請が必

要です。） 

（単位：人） 

1 月当たりの利用者数  
第 8 期 第 9 期 

Ｒ3年度 Ｒ4年度 Ｒ5年度 Ｒ6年度 Ｒ7年度 Ｒ8年度 

住宅改修 12 12 8 8 8 9 

介護予防住宅改修 6 6 6 6 6 6 
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⑬特定施設入居者生活介護 

有料老人ホーム（サービス付き高齢者向け住宅で該当するものを含む）、軽費

老人ホーム（ケアハウスなど）、養護老人ホームなどで、食事や入浴などの介護

や機能訓練が受けられます。 

（単位：人） 

1 月当たりの利用者数  
第 8 期 第 9 期 

Ｒ3年度 Ｒ4年度 Ｒ5年度 Ｒ6年度 Ｒ7年度 Ｒ8年度 

特定施設入居者生活介護 62 64 63 101 102 118 

介護予防特定施設入居者生活介護 7 6 5 8 8 8 

  

⑭居宅介護支援（ケアプラン） 

利用者の心身の状況や生活環境、本人・家族の希望などを介護支援専門員（ケ

アマネジャー）が把握し、必要なサービスの種類、内容等を定めた計画（ケアプ

ラン）を作成します。なお、介護予防訪問介護、介護予防通所介護のみの利用者

の計画（ケアプラン）作成については、介護予防・日常生活支援総合事業（地域

支援事業）で実施しています。 

（単位：人） 

1 月当たりの利用者数  
第 8 期 第 9 期 

Ｒ3年度 Ｒ4年度 Ｒ5年度 Ｒ6年度 Ｒ7年度 Ｒ8年度 

居宅介護支援 1,543 1,564 1,600 1,579 1,631 1,668 

介護予防支援 266 305 327 343 348 356 
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４）地域密着型サービス利用者数  

地域密着型サービス事業者の指定は、市町村が事業者の申請に基づいて、サー

ビスの種類と事業所ごとに行います。指定は、その市町村の介護保険の被保険者

に対する地域密着型介護サービス費等の支給について効力を有します。  

原則として、その市町村の被保険者のみがサービスを利用可能であり、指定・

指導監督の権限は、保険者である市町村が有します。  

本市においては、認知症対応型通所介護、小規模多機能型居宅介護、認知症対

応型共同生活介護（グループホーム）、地域密着型通所介護を提供する事業所が

あります。 

 

①認知症対応型通所介護  

認知症の人を対象に、日帰りで通所介護施設に通い、他の利用者と一緒に食事、

入浴などの介護やレクリエーション、機能訓練などをしています。介護予防認知

症対応型通所介護については、利用者が少ないため、推計値を設定していません。 

 

     （単位：人） 

1 月当たりの利用者数  
第 8 期 第 9 期 

Ｒ3年度 Ｒ4年度 Ｒ5年度 Ｒ6年度 Ｒ7年度 Ｒ8年度 

認知症対応型通所介護 19 20 20 20 20 21 

介護予防認知症対応型通所介護  0 0 0 0 0 0 
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②小規模多機能型居宅介護 

事業所への通いを中心にしながら、利用者の希望などに応じて訪問や事業所へ

の宿泊を組み合わせ、入浴や排せつ、食事等の介護や機能訓練が受けられます。 

  （単位：人） 

1 月当たりの利用者数  
第 8 期 第 9 期 

Ｒ3年度 Ｒ4年度 Ｒ5年度 Ｒ6年度 Ｒ7年度 Ｒ8年度 

小規模多機能型居宅介護 47 45 44 43 46 47 

介護予防小規模多機能型居宅介護 5 6 7 7 7 7 

 

 

③認知症対応型共同生活介護 

認知症の高齢者が少人数で共同生活を送りながら、入浴や排せつ、食事等の介

護、日常生活上の支援、機能訓練を受けられます。介護予防認知症対応型共同生

活介護は利用者が少ないため、推計値を設定していません。 

（単位：人） 

1 月当たりの利用者数  
第 8 期 第 9 期 

Ｒ3年度 Ｒ4年度 Ｒ5年度 Ｒ6年度 Ｒ7年度 Ｒ8年度 

認知症対応型共同生活介護 100 100 101 101 104 106 

介護予防認知症対応型共同生活介護  1 1 1 1 1 1 
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④地域密着型通所介護 

利用定員１８人以下の小規模の通所施設で、日常生活上の支援や生活機能訓練

などが日帰りで受けられます。 

（単位：人） 

1 月当たりの利用者数  
第 8 期 第 9 期 

Ｒ3年度 Ｒ4年度 Ｒ5年度 Ｒ6年度 Ｒ7年度 Ｒ8年度 

地域密着型通所介護 161 168 162 160 165 165 
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５）施設サービスの利用者数 

特別養護老人ホームについては、居宅での生活が困難な中重度の要介護高齢者

を支える施設で、入所できるのは原則要介護３以上の人です。 

市内の介護療養型病床 1 施設については、令和３年８月に介護医療院へ転換さ

れました。 

 

①介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） 

常時介護を必要とし、自宅で生活することが困難な寝たきりや認知症の要介護

者に、入浴、排せつ、食事などの介護や機能訓練、健康管理、療養上のケアなど

を行います。 

（単位：人） 

1 月当たりの利用者数  
第 8 期 第 9 期 

Ｒ3年度 Ｒ4年度 Ｒ5年度 Ｒ6年度 Ｒ7年度 Ｒ8年度 

介護老人福祉施設 444 441 443 443 443 443 
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②介護老人保健施設 

状態が安定している要介護者に対し、医学的管理の下で看護、介護、リハビリテ 

ーションを行います。医療上のケアやリハビリ、介護を一体的に提供し、家庭への

復帰を支援します。 

（単位：人） 

1 月当たりの利用者数  
第 8 期 第 9 期 

Ｒ3年度 Ｒ4年度 Ｒ5年度 Ｒ6年度 Ｒ7年度 Ｒ8年度 

介護老人保健施設 204 199 190 190 190 190 

   

 

③介護医療院 

長期療養が必要な要介護者に対し、看護、医学的管理の下で、長期療養のため

の医療と日常生活上の介護を一体的に提供します。介護療養型医療施設からの転

換により、令和３年８月に介護医療院１施設（３６人定員）が整備されました。 

（単位：人） 

1 月当たりの利用者数  
第 8 期 第 9 期 

Ｒ3年度 Ｒ4年度 Ｒ5年度 Ｒ6年度 Ｒ7年度 Ｒ8年度 

介護医療院 19 34 45 45 45 45 
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６）介護サービス基盤整備 

第９期介護保険事業計画期間内の主な介護サービス基盤整備については以下

のような方針とします。 

  

①地域密着型サービスの必要定員総数           （単位：人） 

地域密着型サービス 日常生活圏域 令和 5 年度末 令和 8 年度末 

 

認知症対応型共同生活介護 

東部圏域 18 18 

中部圏域 54 54 

北部圏域 0 0 

西部圏域 18 18 

南部圏域 9 9 

   ※地域密着型特養・地域密着型特定施設は各圏域で、0 人となっております。 

 

②介護保険施設等の整備 

サービス区分 第８期計画 

令和５年度末 

第９期 

整備数 

（定員） 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

第９期計画 

令和８年度

末定員数 施設数 定員数 

介護老人福祉施設  

（特別養護老人ホーム）  

6 370 0 0 0 0 370 

介護老人保健施設  3 230 0 0 0 0 230 

介護医療院  1 36 0 0 0 0 36 

特定施設入居者生活介護  

（介護付有料老人ホーム） 

2 95   60   0 0 60 155 

※定員数は選定見込み数値 

 

特定施設入居者生活介護（介護付有料老人ホーム）については第９期計画中の

サービス開始に向けて、事業者を公募していきます。 

  （整備理由） 

  本市の第１号被保険者における居住系サービス（特定施設入居者生活介護・認

知症対応型共同生活介護）の受給率は、令和４年度及び令和５年度ともに０．８％

であり、群馬県平均は１．１％、全国平均は１．３％となっており、県内の人口

同規模市と比較しても低い受給率となっております。また、居住系サービス受給

率を時系列で見た場合においても、平成２６年度以降０．８％と群馬県及び全国

の平均受給率を下回る状況が続いております。 

  令和５年６月に実施した施設の利用状況調査において、市内の介護付有料老人

ホーム１施設（３５人定員）は既に満床であり、令和５年８月１日に開設した１

施設（６０人定員）も８月末には３分の１の２０床が埋まり、令和６年度には満

床に近い状態になることが予想されます。 
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住宅型有料老人ホームやサービス付き高齢者向け住宅も入居率約８４％と高

い水準を維持しています。また、介護付有料老人ホームの定員数は、県内の人口

同規模市と比較しても少なく、要支援・要介護者１人あたりの定員合計で比較し

た場合にも少なくなっています。 

団塊ジュニア世代が６５歳以上となる２０４０年（令和２２年）に向けて、居

住する事業所内でサービス提供が行われる内部完結型であるため、住宅型有料老

人ホームなどの外部サービス利用型と異なり感染症対策が取りやすいこと、看護

職員の配置や医療機関との連携により医療ニーズへの対応も可能であることな

ど、自立の人から中重度要介護者の受け皿施設としての特定施設入居者生活介護

１箇所（６０人定員）の整備を目指します。 

 

７）住宅型有料老人ホームとサービス付き高齢者向け住宅の整備 

 

①住宅型有料老人ホーム 

 老人福祉法第２９条に定められた食事、入浴、介護等の日常生活を支援する

サービスを提供する高齢者の居住施設であり、設置者には県への届出義務があ

ります。 

 住宅型有料老人ホーム施設数・定員数（Ｒ9.4.1は見込み） 

                                 Ｈ29.4.1 Ｈ31.4.1 Ｒ2.4.1 Ｒ5.4.1 Ｒ9.4.1 

施設数（箇所） 15 17 18 21 23 

定員数（人） 407 438 470 550 610 

  

②サービス付き高齢者向け住宅 

 高齢者の居住の安定確保に関する法律（高齢者住まい法）に基づき、バリア

フリー化や居住者への生活支援の実施等の基準を満たす住宅について県が登

録します。 

    サービス付き高齢者向け住宅の施設数・定員数（Ｒ9.4.1は見込み） 

                                 Ｈ29.4.1 Ｈ31.4.1 Ｒ2.4.1 Ｒ5.4.1 Ｒ9.4.1 

施設数（箇所） 12 13 13 13 14 

定員数（人） 268 313 313 313 358 

 

    住宅型有料老人ホームとサービス付き高齢者向け住宅の施設数及び定員数

は、令和２年度末の３１箇所（７８３人）から令和５年１０月には３４箇所

（８６３人）へと増加しています。また、令和５年６月に行った実態調査に

おいても、入居者の約６割が要介護３から５の中重度者であることがわか

り、多様な介護需要の受け皿としての役割を担っています。高齢者が住み慣

れた地域において暮らし続けるための取組として、「自宅」と「介護施設」
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の中間に位置するような住宅も増えており、生活面で困難を抱える高齢者が

多いことから、住まいと生活支援を一体的に提供する取組も進められていま

す。     

    今後の介護サービスの基盤整備にあたっては、これら住宅型有料老人ホー

ムやサービス付き高齢者向け住宅等の整備数も考慮していくことが重要とな

ります。 

 

８）リハビリテーションサービス提供体制の構築 

 

  要介護者等に対するリハビリテーションサービス提供体制の構築のためには、

提供体制に関する現状や効果を確認した上で、第９期計画で目指す提供体制の

あり方や目標を明確にするとともに、その進捗管理を実施する必要があります。 

  第９期計画では、第６章に掲げる地域支援事業における筋力トレーニング等

の介護予防サービスを充実させるとともに要介護者へのサービス提供体制の充

実を目指し、以下の３つの目標値を定めました。 

     

① 認定者１万人あたりサービス提供事業所数      （単位：箇所） 

サービス種別  年度 全国平均 群馬県平均 藤岡市 

介護老人保健施設 
令和 3 年度 6.32 9.87 11.75 

令和 8 年度  10.81 

訪問リハビリテー

ション 

令和 3 年度 8.36 7.5 5.88 

令和 8 年度  5.40 

通所リハビリテー

ション 

令和 3 年度 12.42 12.93 11.75 

令和 8 年度  10.81 

短期入所療養介護

（老健） 

令和 3 年度 5.62 8.39 5.88 

令和 8 年度  5.40 

短期入所療養介護

（介護医療院） 

令和 3 年度 0.16 0.1 0 

令和 8 年度  2.7 

 

② 認定者１万人あたり従事者数（理学療法士）      （単位：人） 

サービス種別  年度 全国平均 群馬県平均 藤岡市 

介護老人保健施設 
平成 29 年度 12.04 18.69 12.07 

令和 8 年度  10.54 

通所リハビリテー

ション（老健） 

平成 29 年度 9.62 6.79 3.02 

令和 8 年度  2.58 

通所リハビリテー

ション（医療施設） 

平成 29 年度 7.76 10.55 9.05 

令和 8 年度  8.59 
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③ 利用率                       （単位：％） 

サービス種別  年度 全国平均 群馬県平均 藤岡市 

介護老人保健施設 
令和 5 年度 5.0 5.8 5.5 

令和 8 年度  5.8 

通所リハビリテー

ション 

令和 5 年度 8.5 8.6 6.9 

令和 8 年度  7.3 

訪問リハビリテー

ション 

令和 5 年度 2.0 1.6 1.6 

令和 8 年度  1.7 
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第５節 介護保険給付費の見込み 

 

〔１〕総給付費 

     

総給付費とは、要介護１から要介護５の利用者に対する「介護給付費」と、要

支援１・２の利用者に対する「介護予防給付費」を合わせたものです。 

計画期間における、利用者数の推計を踏まえた各サービス別保険給付費の見込

みは下表のとおりです。認定者数の増加等に伴い、総給付費は令和６年度の約５

４億５千万円から令和１２年度には約６１億９千万円へ、約１３．５８％の増加

が見込まれます。第９期計画中はサービスごとの給付実績を定期的にモニタリン

グし、動向を把握していきます。 

 

１）介護給付費 （要介護１～５） 
(単位：千円)

 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和12年度 令和22年度 

居宅サービス      

 訪問介護 287,808 300,018 306,343 321,298 368,130 

 訪問入浴介護 18,650 19,991 19,991 21,438 25,080 

 訪問看護 88,041 91,000 91,940 98,371 111,206 

 訪問リハビリテーション 14,962 15,673 15,673 16,754 18,564 

 居宅療養管理指導 22,868 23,656 24,360 25,521 29,658 

 通所介護 1,062,214 1,098,548 1,123,211 1,192,333 1,366,731 

 通所リハビリテーション 163,010 167,839 171,181 185,062 205,576 

 短期入所生活介護 240,286 251,697 256,586 271,556 319,406 

 短期入所療養介護（老健） 4,706 4,706 5,274 5,274 5,614 

 短期入所療養介護（病院等） 0 0 0 0 0 

 福祉用具貸与 144,533 150,210 153,673 162,271 186,142 

 特定福祉用具購入費 4,985 4,985 4,985 5,536 6,267 

 住宅改修費 10,273 10,273 11,435 11,435 12,895 

 特定施設入居者生活介護 233,042 235,567 274,350 269,874 278,243 

地域密着型サービス      

 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 0 0 0 0 0 

 夜間対応型訪問介護 0 0 0 0 0 

 認知症対応型通所介護 49,527 49,527 52,461 55,166 67,581 

 小規模多機能型居宅介護 103,557 110,685 110,685 117,247 133,669 

 認知症対応型共同生活介護 299,804 302,797 314,508 341,401 389,324 

 地域密着型特定施設入居者生活介護 0 0 0 0 0 

 
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活

介護 
0 0 0 0 0 

 看護小規模多機能型居宅介護 0 0 0 0 0 

 地域密着型通所介護 129,104 134,172 135,913 145,798 165,085 

施設サービス      

 介護老人福祉施設 1,385,666 1,385,666 1,385,666 1,597,219 1,887,790 

 介護老人保健施設 616,947 616,947 616,947 705,127 812,394 

 介護医療院 190,718 190,718 190,718 215,636 262,053 

 介護療養型医療施設 0 0 0   

居宅介護支援 279,339 288,207 294,274 315,042 354,375 

計 5,350,040 5,452,882 5,560,174 6,079,359 7,005,783 
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２）予防給付費 （要支援１，２） 
(単位：千円)

 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和12年度 令和22年度 

介護予防サービス      

 介護予防訪問入浴介護 0 0 0 0 0 

 介護予防訪問看護 15,943 15,943 16,650 17,723 18,429 

 介護予防訪問リハビリテーション 3,299 3,299 3,541 3,541 4,063 

 介護予防居宅療養管理指導 1,133 1,133 1,233 1,233 1,450 

 介護予防通所リハビリテーション 15,290 15,747 15,998 17,164 17,872 

 介護予防短期入所生活介護 399 399 399 399 399 

 介護予防短期入所療養介護（老健） 0 0 0 0 0 

 介護予防短期入所療養介護（病院等） 0 0 0 0 0 

 介護予防福祉用具貸与 19,731 20,078 20,614 21,955 23,075 

 介護予防特定福祉用具購入費 5,953 6,559 6,559 6,835 7,441 

 介護予防住宅改修費 6,267 6,267 6,267 7,507 8,160 

 介護予防特定施設入居者生活介護 7,047 7,047 7,047 8,919 7,763 

地域密着型介護予防サービス      

 介護予防認知症対応型通所介護 0 0 0 0 0 

 介護予防小規模多機能型居宅介護 5,482 5,482 5,482 6,123 6,123 

 介護予防認知症対応型共同生活介護 2,865 2,865 2,865 2,865 2,865 

介護予防支援 18,625 18,951 19,386 20,744 21,774 

計 102,034 103,770 106,041 115,008 119,414 

 

３）総給付費 
(単位：千円)

 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和12年度 令和22年度 

総給付費      

 介護給付費 5,350,040 5,452,882 5,560,174 6,079,359 7,005,783 

 介護予防給付費 102,034 103,770 106,041 115,008 119,414 

計 5,452,074 5,556,652 5,666,215 6,194,367 7,125,197 
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〔２〕標準給付費 

  

標準給付費とは、総給付費に、特定入所者介護サービス費等給付額※１、高額

介護サービス費等給付額※２、高額医療合算介護サービス費等給付額※３、算定

対象審査支払手数料※４を加えたものです。計画期間中の標準給付費は下表のと

おりです。 

（単位：千円） 

項  目 
令和 

6 年度 

令和 

7 年度 

令和 

8 年度 

令和 

12 年度 

令和 

22 年度 

総給付費 5,452,074 5,556,652 5,666,215 6,194,367 7,125,197 

特定入所者介護サー

ビス費等給付額 
203,247 207,204 211,885 229,384 254,630 

高額介護サービス費

等給付額 
129,011 131,523 134,494 145,602 161,627 

高額医療合算介護サ

ービス費等給付額 
17,043 17,394 17,787 19,256 21,375 

算定対象審査支払 

手数料 
4,536 4,629 4,734 5,125 5,689 

標準給付費計 5,805,911 5,917,402 6,035,115 6,593,734 7,568,518 

 

※１ 施設サービス等を利用した場合の食費・居住費について、低所得の人が支払

い困難とならないように所得に応じた負担限度額を定め、差額分を保険から給

付するものです。 

※２ 同月に利用したサービスの１割から３割の利用者負担の合計が、一定額を超

えた場合に保険から給付されるものです。  

※３ 医療保険と介護保険の自己負担額を合計し、一定額を超えた場合に保険から

給付されるものです。 

※４ 介護保険事業を円滑に運営するため、介護保険サービスに係る費用の請求・ 

審査・支払い等を群馬県国民健康保険団体連合会へ委託し、手数料として支払  

うものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 



第７章 介護保険事業計画（介護給付費） 

 

 

－９９－ 

 

〔３〕地域支援事業費 

     

平成２６年の介護保険法の改正により地域支援事業が再編され、介護予防・日

常生活支援総合事業（以下「総合事業」といいます。）、包括的支援事業、任意事

業の枠組みとなりました。本市では、総合事業を平成２８年１月から開始しまし

た。介護予防給付の中の、訪問介護と通所介護は総合事業の開始と同時に地域支

援事業に移行しました。地域支援事業費の見込みは下表のとおりです。 

（単位：千円） 

項  目 
令和 

6 年度 

令和 

7 年度 

令和 

8 年度 

令和 

12 年度 

令和 

22 年度 

介護予防・日常生活 

支援総合事業 
205,762 212,297 219,099 216,236 210,183 

包括的支援事業・任

意事業 
138,051 143,339 148,875 121,195 120,446 

地域支援事業計 343,813 355,636 367,974 337,431 330,629 

 

〔４〕総事業費 

     

標準給付費と地域支援事業費を合わせた総事業費は下表のとおりです。 

（単位：千円） 

項  目 
令和 

6 年度 

令和 

7 年度 

令和 

8 年度 

令和 

12 年度 

令和 

22 年度 

標準給付費 5,805,911 5,917,402 6,035,115 6,593,734 7,568,518 

地域支援事業費 343,813 355,636 367,974 337,431 330,629 

総事業費計 6,149,724 6,273,038 6,403,089 6,931,165 7,899,147 
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第６節 第１号被保険者の介護保険料 

 

〔１〕第１号被保険者の保険料負担割合  

 

介護保険給付に必要な費用は、５０％が公費で賄われ、残りの５０％を第１号

被保険者と第２号被保険者で負担しています。その内訳は、第６章と本章第２節

で述べたとおり、下図のようになっています。 

 

介護費用の負担割合 

居宅給付費の負担割合               施設給付費の負担割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域支援事業の負担割合 

介護予防・日常生活支援総合事業の負担割合     包括的支援事業・任意事業の負担割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調整交付金

5.0%

国庫負担金

15.0%

都道府県

負担金

17.5%

市町村

負担金

12.5%

第２号被保険者

保険料

27.0%

第１号被保険者

保険料

23.0%

調整交付金

5.0%

国庫負担金

20.0%

都道府県

負担金

12.5%
市町村

負担金

12.5%

第２号被保険者

保険料

27.0%

第１号被保険者

保険料

23.0%

調整交付金

5.0%

国庫負担金

20.0%

都道府県

負担金

12.5%
市町村

負担金

12.5%

第２号被保険者

保険料

27.0%

第１号被保険者

保険料

23.0% 国庫負担金

38.5%

都道府県

負担金

19.25%

市町村負担金

19.25%

第１号被保険者

保険料

23.0%
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〔２〕調整交付金 

    

国の負担割合のうち５％（全国平均）は、調整交付金として交付されます。調

整交付金は保険者の責によらない要因により生じる財政格差を調整する目的で

設けられており、第１号被保険者における後期高齢者加入割合（７５歳以上の人）

や所得段階別人数割合によって国からの交付金が増減します。 

後期高齢者の加入割合が全国平均よりも高い場合は、より多く保険給付を見込

む必要があり保険料の増加につながるため、これを軽減する目的で調整交付金が

多く交付されます。また、所得段階別の人数構成を全国平均と比較し、所得段階

が高い人の割合が増えれば保険料の負担能力も高いと考えられるため、調整交付

金は少なくなります。 

本市の令和４年度の交付割合は３．５７％で、５％を下回りました。この調整

交付金の不足分は、第１号被保険者の保険料で賄うこととなります。計算上は、

１．４３％を賄ったことになります。 

 

〔３〕介護給付費準備基金 

 

   保険者である市町村は、介護給付費準備基金を設けて事業計画期間の各年度

に発生した余剰金を積み立てる一方、給付費の不足が生じた場合には取崩しを

行い、安定した保険給付に努めます。本市の令和５年度末の基金残高は、約６億

９千万円の見込みです。 

 

〔４〕財政安定化基金  

 

   計画期間中において、保険給付費が計画値を上回る場合や社会状況の変化に

よる保険料収入の低下により、保険者が資金不足に陥った場合に備え、国・県・

保険者が３分の１ずつ拠出して、都道府県に財政安定化基金が設けられていま

す。都道府県は拠出金を原資に基金へ積み立て、保険者が資金不足に陥った場合、

保険給付に必要な資金を基金から貸し付けます。貸し付けを受けた保険者は次

の事業計画期間に返済に必要な額を加算して保険料を定め、基金に借入金を返

済することになります。 

   本市では、適切に保険給付費を見込み、安定的な介護保険制度運営を図ってお

り、第８期介護保険事業計画期間において資金不足は生じていないことから、借

入れは行っていません。 
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〔５〕保険料の所得段階別設定 

 

被保険者の負担能力には差があるため、介護保険料は一律ではなく、市民税の

課税状況や収入・所得の状況により段階別に振り分けを行った上で定めています。 

所得段階別保険料を定める際には、所得段階ごとの人数分布を勘案し、ある所

得段階の保険料を軽減した場合には、他の所得段階の保険料を引き上げ、全体で

第１号被保険者の負担割合を確保できるよう定めなければなりません。 

令和６年度より介護保険法における標準所得段階が９区分から１３区分に変

更となる為、本市でも令和６年度以降の区分を１３段階の設定に変更します。 

 

〔６〕保険料基準額の算定 

   （単位：円） 

① 標準給付費見込額  

 令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度  

 5,948,436,729 6,066,730,464 6,189,073,710 18,204,240,903 

② 地域支援事業費見込額  

 令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度  

 343,812,950 355,635,768 367,973,650 1,067,422,368 

 うち、介護予防・日常生活支援総合事業費見込額（③） 637,158,186 

④ 第１号被保険者負担分の対象額（①＋②） 19,271,663,271 

⑤ 第１号被保険者負担分の相当額（④×23％） 4,432,482,552 

⑥ 調整交付金の相当額（｛①＋③｝×5％） 942,069,954 

⑦ 調整交付金の見込額 656,924,000 

⑧ 保険者機能強化推進交付金等の交付見込額 30,000,000 

⑨ 介護給付費準備基金取崩額 260,000,000 

⑩ 保険料の収納必要額（⑤＋⑥－⑦－⑧－⑨） 4,427,628,506 

⑪ 保険料予定収納率 98.50％ 

⑫ 保険料賦課総額（⑩÷⑪） 4,495,054,321 

⑬ 所得段階加入割合補正後の被保険者数（人） 62,591 

⑭ 被保険者１人あたりの保険料基準額（年額）（⑫÷⑬） 71,816 

⑮ 調整後保険料基準額 71,900 

※算定の説明 

①第９期計画期間中の標準給付費を推計します。 

 ②第９期計画期間中の地域支援事業費を推計します。 

 ⑤①と②を足したもの（④）に第１号被保険者の負担割合（２３％）を乗じて第 1 

号被保険者負担分相当額を求めます。 

 ⑥調整交付金相当額（｛①＋③｝×５％）を求めます。 
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 ⑦実際に交付が見込まれる調整交付金見込額を推計します。 

 ⑧保険者機能強化推進交付金と保険者努力支援交付金の交付を見込んでいます。 

 ⑨第９期期間中に２億６千万円を取り崩し、保険料の上昇を緩和します。 

 ⑩第９期期間中に収納しなければならない額を推計します。 

 ⑪第９期期間中の予定収納率は９８．５％を見込んでいます。 

 ⑫収納必要額と予定収納率から第９期期間中の賦課総額を推計します。 

 ⑬第１号被保険者数を推計し、所得段階別の加入割合を勘案し補正した被保険者

数を求めます。（第９期期間中の延べ数） 

 ⑭賦課総額を所得段階加入割合補正後の被保険者数で除して、保険料基準額（年額） 

を算出します。 

 

〔７〕第９期の第１号被保険者の介護保険料 

 

 摘    要 

第 9 期 

令和 6 年度 

～令和 8 年度 

（参考）第 8 期 

令和 3 年度 

～令和 5 年度 

料率 保険料（円） 料率 保険料（円） 

第 1 

段階 

生活保護受給者、市民税非課

税世帯で老齢福祉年金受給者 

0.285 20,400 0.3 21,100 住民税非課税世帯で、課税年

金等収入額と合計所得金額の

合計が 80 万円以下 

第 2 

段階 

市民税非課税世帯で、課税年

金等収入額と合計所得金額の

合計が 120 万円以下 

0.485 34,800 0.5 35,200 

第 3 

段階 

市民税非課税世帯で、第 1・第

2 段階以外 
0.685 49,200 0.7 49,300 

第 4 

段階 

本人が市民税非課税で、同世

帯に市民税課税の人がいて、

課税年金収入額と合計所得金

額の合計が 80 万円以下 

0.9 64,700 0.9 63,400 

第 5 

段階 

(基準

額) 

本人が市民税非課税で、同世

帯に市民税課税の人がいて、4

段階以外 

1.0 71,900 1.0 70,500 
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第 6 

段階 

本人が市民税課税で、合計所

得金額が 120 万円未満 
1.2 86,200 1.2 84,600 

第 7 

段階 

本人が市民税課税で、合計所

得金額が 210 万円未満 
1.3 93,400 1.3 91,600 

第 8 

段階 

本人が市民税課税で、合計所

得金額が 320 万円未満 
1.5 107,800 1.5 105,700 

第 9 

段階 

本人が市民税課税で、合計所

得金額が 420 万円未満 

（第８期は 320 万円以上） 

1.7 122,200 1.7 119,800 

第 10

段階 

本人が市民税課税で、合計所

得金額が 520 万円未満 
1.9 136,600 - － 

第 11

段階 

本人が市民税課税で、合計所

得金額が 620 万円未満 
2.1 150,900 - － 

第 12

段階 

本人が市民税課税で、合計所

得金額が 720 万円未満 
2.3 165,300 - － 

第 13

段階 

本人が市民税課税で、合計所

得金額が 720 万円以上 
2.4 172,500 - － 

※第１段階から第３段階は低所得者保険料軽減後の保険料額です。 
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〔８〕介護保険料の推移 

  

介護保険制度が始まった平成１２年度（第１期）からの保険料（基準額）の推

移は下表のとおりです。 

 

 
介護保険料（年額） 

第 1 期 平成 12 年度 ～ 平成 14 年度 32,800 円 

第 2 期 平成 15 年度 ～ 平成 17 年度 38,800 円 

第 3 期 平成 18 年度 ～ 平成 20 年度 46,800 円 

第 4 期 平成 21 年度 ～ 平成 23 年度 48,400 円 

第 5 期 平成 24 年度 ～ 平成 26 年度 62,300 円 

第 6 期 平成 27 年度 ～ 平成 29 年度 64,400 円 

第 7 期 平成 30 年度 ～ 令和 2 年度 69,800 円 

第 8 期 令和 3 年度 ～ 令和 5 年度 70,500 円 

第 9 期 令和 6 年度 ～ 令和 9 年度 71,900 円 

 

 



第７章 介護保険事業計画（介護給付費） 

 

－１０６－ 

 

第７節 低所得者への対応 

 

〔１〕利用料での対応 

 

１）特定入所者介護サービス費の支給 

施設サービス等利用者のうち低所得の人は、申請により食費・居住費等は所得に

応じた負担限度額までの利用者負担となります。超えた分は「特定入所者介護サー

ビス費（補足給付）」として介護保険から給付します。 

なお、令和３年８月から、より受給者の負担能力に応じた負担とする観点から、

施設サービス等利用者の補足給付及び補足給付の支給要件となる預貯金等の基準

の精緻化が図られました。 

 

２）高額介護（予防）サービス費の支給 

同月内に利用したサービス利用者負担（１割から３割）の合計金額が高額になり

利用者負担の上限額を超えたときは、申請により超えた分を「高額介護（予防）サ

ービス費」として支給します。 

なお、令和３年８月から、負担上限額が医療保険の高額療養費制度の負担上限額

に合わせられることとなりました。 

 

３）高額医療合算介護（予防）サービス費の支給 

医療費・介護サービス費それぞれの自己負担限度額を月ごとに適用した後、さら

に両方を合計した自己負担額が年間の限度額を超えた分を高額医療合算介護（予防）

サービス費として支給します。 

 

４）高齢者夫婦世帯等の居住費・食費の軽減 

利用者負担第４段階の場合でも、高齢夫婦二人暮らしで一方が施設に入った場合

に、在宅で生活する配偶者の収入が一定額以下となる場合などには、居住費・食費

を引き下げます。 

 

５）利用料を支払った場合に、生活保護の適用となる人の負担軽減 

本来適用すべき利用者負担段階とした場合に生活保護が必要となり、それより低

い利用者負担段階であれば生活保護を必要としなくなる場合には、低い利用者負担

段階に該当するものとし、負担軽減を行います。 

   

６）社会福祉法人等による利用者負担軽減制度 

社会福祉法人が運営主体となっている特別養護老人ホーム、訪問介護、通所介護、

短期入所生活介護等の各サービスは、その法人が利用者負担を軽減した場合、県と

市でその費用の一部を公費で賄います。 
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第８節 介護給付適正化 

 

〔１〕適正化の考え方 

    

介護給付の適正化とは、介護給付を必要とする受給者を適切に認定し、受給者

が真に必要とする過不足のないサービスを、事業者が適切に提供するよう促すこ

とで、適切なサービスの確保とその結果としての費用の効率化を通じて介護保険

制度への信頼を高め、持続可能な介護保険制度の構築に資するものです。 

 介護給付適正化については、平成２０年度から県が「介護給付適正化計画」を

策定し、県と市が一体となってその推進に取り組んできました。 

 また、令和５年９月の給付適正化計画の指針の改定により、主要５事業が３事

業に再編されました。 

   第９期計画中も適正化の実施状況を定期的にモニタリング（点検）し、効果等

を把握していきます。なお、令和５年度の数値は全て見込みとなります。  

 

〔２〕主要３事業 

  

１）要介護認定の適正化 

要介護認定の変更認定、又は更新認定に係る認定調査の内容について市職員が

訪問、又は書面等の審査を通じて点検することにより、適切かつ公平な要介護認

定の確保を図ります。 

（単位：件） 

区分  
第 8 期 第 9 期 

Ｒ3年度 Ｒ4年度 Ｒ5年度 Ｒ6年度 Ｒ7年度 Ｒ8年度 

認定調査票の点検件数 1,352 1,506 2,500  2,500  2,500  2,500 

 

２）ケアプランの点検 

①ケアプランの点検 

介護支援専門員が作成した居宅介護サービス計画、介護予防サービス計画の記

載内容について、事業者に資料提出を求める又は訪問調査を行い、専門の知識を

持った市の職員等の第三者が点検及び支援を行うことにより、個々の受給者が真

に必要とするサービスを確保するとともに、介護支援専門員の質の向上を図りま

す。 

（単位：件） 

区分  
第 8 期 第 9 期 

Ｒ3年度 Ｒ4年度 Ｒ5年度 Ｒ6年度 Ｒ7年度 Ｒ8年度 

ケアプランの点検件数 30 30 30 30 30 30 
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②住宅改修の点検 

市が改修工事を行おうとする受給者宅の実態確認や工事見積書の点検、竣工

時の訪問調査等を行って施工状況を点検することにより、真に受給者の状態に

合った住宅改修を促します。また、必要に応じ建築専門職やリハビリテーショ

ン専門職等から意見を求める仕組みを設けます。 

③福祉用具購入・貸与調査 

福祉用具専門相談員による福祉用具貸与計画の作成時に、リハビリテーショ

ン専門職が点検を行う仕組みを設けます。また、地域ケア会議において自立支

援・重度化防止等に関する個別事例を検討する中で、構成員としてリハビリテ

ーション専門職を任命し、必要に応じ福祉用具貸与計画も併せて点検を行いま

す。 

市が福祉用具利用者等における福祉用具の必要性や利用状況等について点

検することにより、受給者の身体の状態に応じた福祉用具の利用を進めます。 

（単位：件） 

区分  
第 8 期 第 9 期 

Ｒ3年度 Ｒ4年度 Ｒ5年度 Ｒ6年度 Ｒ7年度 Ｒ8年度 

住宅改修の点検件数 2 2 5 12 12 12 

福祉用具購入・貸与調査件数 85 71 85 90 90 90 

 

３）縦覧点検・医療情報との突合 

①縦覧点検 

受給者ごとに複数月にまたがる介護報酬の支払状況（請求明細書内容）を確認

し、提供されたサービスの整合性、算定回数・算定日数等の点検を行い、請求内

容の誤り等を早期に発見して適切な処置を行います。 

②医療情報との突合 

医療担当部署との更なる連携体制の構築を図りつつ、受給者の後期高齢者医療

や国民健康保険の入院情報と介護保険の給付情報を突合し、給付日数や提供され

たサービスの整合性の点検を行い、医療と介護の重複請求の削減を図ります。  

（単位：件） 

区分  
第 8 期 第 9 期 

Ｒ3年度 Ｒ4年度 Ｒ5年度 Ｒ6年度 Ｒ7年度 Ｒ8年度 

医療情報との突合件数 56 40 50 60 65 70 

 ※縦覧点検は国保連合会への委託が主であるため、目標値は設定しておりません。 

 

 

 

 

 



第７章 介護保険事業計画（介護給付費） 

 

 

－１０９－ 

 

 

〔３〕主要３事業以外の適正化事業 

 

１）ヒアリングシート 

  介護給付費適正化システムを活用し、介護給付情報と介護認定情報を突合さ

せたデータから、介護サービスについてのヒアリングシートを作成し、サービス

の必要性等を事業所に確認することで、適正な介護サービスの実施につなげま

す。 

（単位：件） 

区分  
第 8 期 第 9 期 

Ｒ3年度 Ｒ4年度 Ｒ5年度 Ｒ6年度 Ｒ7年度 Ｒ8年度 

介護給付費適正化システム 

ヒアリングシートの送付件数 
881 958 1,000 1,030 1,060 1,090 

 

２）介護給付費通知  

保険者から受給者本人（家族を含む）に対して、事業者からの介護報酬の請求

及び費用の給付状況等について通知することにより、受給者や事業者に対して適

切なサービスの利用と提供を普及啓発するとともに、自ら受けているサービスを

改めて確認を促し、適正な請求につなげます。  

（単位：件） 

区分  
第 8 期 第 9 期 

Ｒ3年度 Ｒ4年度 Ｒ5年度 Ｒ6年度 Ｒ7年度 Ｒ8年度 

介護給付費通知の件数 7,729 7,793 8,000 8,150 8,300 8,450 
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第９節 要介護状態の維持・改善状況  

 

令和４年度上期の要支援・要介護認定結果を、国・群馬県と比較したものが下の

グラフになります。本市は国や群馬県に比べ、要支援者の割合が低く、要介護１の

割合が高くなっています。 

要支援２と要介護１の判断が難しく、要支援２の人を要介護１と重く判断してい

る可能性があります。今後も原因について検討を重ねていく予定です。  

介護認定調査や介護認定審査会を適正に行い、要支援・要介護認定結果の検証を

行うとともに、給付の適正化及び自立支援・重度化防止等に努め、継続的にモニタ

リングを行います。 

 

資料：国･県は業務分析データより 
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第１０節 安定した介護保険サービスの体制づくり  

 

〔１〕介護サービス事業所の指導監督 

 

市で指導監督業務を行う事業所が、地域密着型サービス事業所、介護予防・

日常生活支援総合事業を行う事業所に加え、平成３０年度から居宅介護支援事

業所が加わったことから、指導監督業務が増大するとともに、手法の専門性・

多様性が求められております。  

介護サービスの質の確保、向上及び保険給付の適正化を図るために、事業所

に対して以下の項目を実施していきます。  

 

①集団指導 

介護保険制度の改正内容、介護報酬の算定方法、問題事例等について、講習

方式により周知をします。居宅介護支援事業所には、高齢者の自立支援・重度

化防止等に資するようなケアマネジメントが行われるよう、市のケアマネジメ

ントに関する基本方針を周知します。  

②実地指導 

計画的な指導監督をしていくために、指定の有効期間中に１回以上の割合で

介護保険事業所に赴き、基準等を満たしているかどうか、関係書類を調査し、

職員にヒアリングを行います。 

③監査 

著しい運営基準違反及び介護報酬の不正請求が疑われた場合等に、介護保険

事業所に赴き、関係書類の調査や職員へのヒアリングを行います。不正が確認

された場合は、勧告や指定取り消し等、厳正な対応を行います。  

 

〔２〕災害・感染症対策に係る体制整備 

 

 近年の災害の発生状況や、新型コロナウイルス感染症の流行を踏まえ、次の

取組を行っていきます。 

 

①災害に対する備えの検討 

 サービスを継続して提供できるよう介護事業所との連携体制の強化を図り

ます。避難訓練の実施や防災啓発活動、生活必需品等の備蓄状況の確認を行い

ます。 

②感染症に対する備えの検討 

 日頃から介護事業所と連携し、感染症拡大防止策の周知啓発、感染症発生時

に備えた平時からの事前準備等を行い、介護事業所の職員が感染症に対する理

解や知見を有した上で業務に当たることができるよう、業務継続計画の作成支

援や研修の実施などを県と協力し、行っていきます。  



第７章 介護保険事業計画（介護給付費） 

 

－１１２－ 

 

〔３〕介護人材の確保及び業務効率化の取組強化 

 

現状の介護人材不足に加え、２０２５年以降は現役世代（担い手）の減少が

顕著となり、地域包括ケアシステムを支える介護人材の確保が大きな課題とな

ります。 

介護人材確保のための対策としては、①離職した介護人材の再就職支援、②

介護職を目指す学生の増加・定着支援、③介護未経験の中高年齢者をはじめと

した地域住民の参入促進等が考えられます。このため、介護人材の確保につい

て、県など関係機関と協力していくことが必要です。 

具体的な取組として、令和２年度より「介護に関する入門的研修」を実施し、

介護未経験者の介護分野への参入のきっかけを作るとともに、介護に関する入

門的な知識・技術を習得し、介護施設等とのマッチングまでの一体的な支援を

開始しました。 

また、介護職員の育成と定着を図るため、介護職員初任者研修受講者に対し

受講料の一部を補助する「介護職員初任者研修支援事業」を令和３年度より実

施しています。 

これに加えて、総合事業等の担い手を確保する取組や、介護現場の業務改善

や文書量削減等による業務の効率化の取組を支援することが重要です。具体的

には、指定申請・報酬請求・指導監査の３分野について、「簡素化」・「標準化」・

「ＩＣＴ等の活用」の各取組の推進として、①電子申請・届出システムを活用

した指定申請等の簡素化及び様式の標準化、②介護ロボットやＩＣＴ等の活用

を促す県の事業の周知等を進めていきます。 

 


